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2026 年 8 月 21 日 

有機フッ素化合物に関する基準項目の部分的な改定について 

 

公益財団法人日本環境協会 

エコマーク事務局 

 

１．改定の経緯、概要 

エコマークの認定基準では、繊維材料の有害物質に関する基準として撥水加工などに使用

される有機フッ素化合物のうち、ペルフルオロオクタンスルホン酸(PFOS)、ペルフルオロオク

タン酸(PFOA)、PFHxS、ペルフルオロ(オクタン-1-スルホニル)=フルオリド(PFOSF)につい

て使用のないことを基準項目として設定している。これらの有機フッ素化合物は、「残留性有機

汚染物質に関するストックホルム条約」(POPs条約)の規制対象となっており、国内ではそれら

を「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律」（化審法）の第一種特定化学物質に指定

することにより規制している。 

2025 年 4～5 月に開催された「ストックホルム条約第 12 回締約国会議(COP12)」にお

いて、POPs 条約に長鎖ペルフルオロカルボン酸(LC-PFCA)とその塩及び LC-PFCA 関連

物質が規制対象に追加されたことを受け、日本では、化審法の第一種特定化学物質として同

物質を新たに追加する「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律施行令の一部を改正

する政令」を 2026 年 5 月 19 日に閣議決定された(2026 年 11 月 22 日施行予定)。 

近年、世界的にも有機フッ素化合物に対する規制が強化される傾向にあり、今後も物質の追

加が予想されることから、当該基準項目を最新の化審法の第一種特定化学物質の規制に準じ

て、即時適用できるための改定を行う。 

 

 

２．対象となる商品類型 

 No.101「かばん・スーツケース Version1.14」 

 No.103「衣服 Version3.10」 

 No.104「家庭用繊維製品 Version3.10」 

 No.105「工業用繊維製品 Version3.9」 

 No.128「日用品 Version1.30」 

 No.130「家具 Version2.10」 

 No.143「靴・履物 Version1.12」 

 No.164「海洋プラスチックごみ、漁業系プラスチック廃棄物を再生利用した製品

Version1.4」 

 No.167「清掃用資材 Version1.3」 
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３．改定箇所（変更箇所：削除：赤字見え消し、追加：下線部分） 

No.101「かばん・スーツケース Version1.14」 

分類 B.「布製ショッピングバッグ、トートバッグ」の場合 ※他の類型も同様 

 

4-1.環境に関する基準と証明方法 

(2)製品の各種加工（防かび、蛍光増白、難燃、柔軟、衛生、抗菌、製品漂白）について、必要最

小限にとどめ、過剰加工にならないよう十分配慮し、人体への安全性に疑義のある加工剤

の使用は自粛すること。また、表 5 の基準値に適合すること。 

表 5 繊維製品加工剤の基準 

物質名 基準 試験方法 対象製品 

有機水銀化合物 

トリフェニルすず化合物  

トリブチルすず化合物  

検出され

ないこと 

厚生省令 34 号 防かび剤が使用されて

いる製品 

ディルドリン 30ppm 

以下 

厚生省令 34 号 

OekoTex 

毛製品、防虫加工剤が

使用されている製品  DTTB 

APO 

TDBPP 

ビス(2･3-ジブロムプロピル)ホスフェイト

化合物 

検出され

ないこと 

厚生省令 34 号 防炎剤、難燃加工剤が

使用されている製品  

PFOS またはその塩 

PFOSF 

PFOA またはこれらの塩および関連物質  

PFHxS またはこれらの塩および関連物質  

LC-PFCA またはその塩および関連物質 

※ 

使用のな

いこと 

 フッ素系撥水剤、はっ

油剤、防汚加工剤が使

用されている製品  

DEHP/ DBP/ BBP/  

DNOP/ DINP/ DIDP 

0.1wt％ 

以下 

EN15777:2009 
厚生省告示 370 号  

OekoTex 

乳幼児用製品でプリン

トがされている製品  

※難分解性、高蓄積性及び人又は高次捕食動物への長期毒性を有する化学物質として、 

化審法第一種特定化学物質に指定(施行)される有機フッ素化合物  

 

【証明方法】 変更なし（該当部分のみ抜粋）  

本項目への適合を付属証明書に記載すること。また、申込者または製造事業者は製品の

加工の有無などを記載した証明書を提出すること。対象となる種類の加工あるいは薬剤

が使用されている場合には、表 5 の対象物質の不使用を確認できる安全データシート、ま

たは試験結果などの証明書類を提出すること。(以下省略) 

https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/kasinhou/about/class1specified_chemicals_list_latest.pdf
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No.167「清掃用資材 Version1.3」 

分類 A.「清掃用薬剤」の場合 

 

4-1.環境に関する基準と証明方法 

(6)製品は、化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律(化審法)において、第一種特定

化学物質に指定(施行)される表 5 の有機フッ素化合物を処方構成成分として添加してい

ないこと。 

表 5. 化審法において第一種特定化学物質に指定(施行)される有機フッ素化合物 

化学物質名  

ペルフルオロ(オクタン-１-スルホン酸)(別名 PFOS)又はその塩 

ペルフルオロ(オクタン-１-スルホニル)＝フルオリド(別名 PFOSF) 

ペルフルオロオクタン酸(別名 PFOA 若しくはペルフルオロアルカン酸(構造が分枝であって、
炭素数が 8 のものに限る。)PFOA の異性体)又はこれらの塩 

ペルフルオロオクタン酸(別名 PFOA)関連物質(ペルフルオロオクチル＝ヨージド、8:2 フルオ
ロテロマーアルコール及び厚生労働省令、経済産業省令、環境省令で定めるもの) 
ペルフルオロオクタン酸関連物質（次に掲げる化学物質をいう。）  
イ 1,1,1,2,2,3,3,4,4,5,5,6,6,7,7,8,8-ヘプタデカフルオロ 8-ヨードオクタン（別名ペル

フルオロオクチル＝ヨージド）  
ロ 3,3,4,4,5,5,6,6,7,7,8,8,9,9,10,10,10-ヘプタデカフルオロデカン-1-オール（別名

8:2 フルオロテロマーアルコール）  
ハイ及びロに掲げるもののほか、炭素原子と直接に結合するペンタデカフルオロアルキル基
（炭素数が 7 のものに限る。）を有する化合物であって、自然的作用による化学的変化によ
りペルフルオロオクタン酸又はペルフルオロアルカン酸（構造が分枝であって、炭素数が 8 の
ものに限る。）を生成する化学物質として厚生労働省令、経済産業省令、環境省令で定める
もの 

ペルフルオロ(ヘキサン-１-スルホン酸)(別名 PFHxS)若しくはペルフルオロ(アルカンスルホ
ン酸)(構造が分枝であって、炭素数が 6 のものに限る。)又はこれらの塩 

ペルフルオロ（ヘキサン-1-スルホン酸）関連物質（（トリデカフルオロアルキル）スルホニル基
（炭素数が 6 のものに限る。）又は［（トリデカフルオロアルキル）スルフィニル］オキシ基（炭素
数が 6 のものに限る。）を有する化合物であって、自然的作用による化学的変化によりペルフ
ルオロ（ヘキサン-１-スルホン酸）又はペルフルオロ（アルカンスルホン酸）（構造が分枝であっ
て、炭素数が 6 のものに限る。）を生成するものとして厚生労働省令、経済産業省令、環境省
令で定める化学物質をいう。）  

ペルフルオロアルカン酸（炭素数が 9 以上 21 以下のものに限る。）（別名 LC-PFCA）又はそ
の塩 

長鎖ペルフルオロアルカン酸関連物質（フッ素原子、塩素原子及び臭素原子以外の原子と直
接に結合するペルフルオロアルキル基（炭素数が 8 から 20 までのものに限る。）を有する化
合物であって自然的作用による化学的変化により長鎖ペルフルオロアルカン酸を生成するも
のとして厚生労働省令、経済産業省令、環境省令で定める化学物質（ペルフルオロオクタン酸
関連物質を除く。）をいう。）（※「長鎖ペルフルオロアルカン酸」は、ペルフルオロアルカン酸
（炭素数が 9 から 21 までのものに限る。）を指す。）  

 

【証明方法】 変更なし 

付属証明書に添加有無を記載すること。 

 

 

４．改定日：2026 年 9 月 1 日 

以上 


